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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第71期
第１四半期
連結累計期間

第72期
第１四半期
連結累計期間

第71期

会計期間
自  平成22年11月１日
至  平成23年１月31日

自  平成23年11月１日
至  平成24年１月31日

自  平成22年11月１日
至  平成23年10月31日

売上高 (千円) 4,085,454 4,452,066 16,444,199

経常利益 (千円) 184,837 154,076 684,650

四半期(当期)純利益 (千円) 99,969 84,501 238,731

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 505,101 312,024 524,152

純資産額 (千円) 7,305,676 7,491,924 7,251,805

総資産額 (千円) 14,848,154 16,161,920 15,398,397

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 3.59 3.03 8.56

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 48.9 46.1 46.8

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第71期第１四半期連結累計期間、第72期第１四半期連結累計期間および第71期における潜在株式調整後１株

当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４．第71期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当企業集団（当社および当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありませんが、工具販売の拡大に伴い、連結子会社（中正機械株式会社）１社が

増加しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成23年11月11日開催の取締役会において、民事再生手続中の中正機械金属株式会社から、新た

に設立した当社子会社へ、事業譲渡を受けることに決定しました。また、同日、当社子会社と中正機械金属株

式会社の間で、大阪地方裁判所の許可を条件に事業譲渡を行う旨の事業譲渡契約を締結し、平成24年１月５

日に事業譲渡を実行しました。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　
(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成23年11月１日～平成24年１月31日）におけるわが国経済は、欧州の財

政危機、中国をはじめ新興国の景気の減速、米国債の格下げ、および長期化する円高などの影響により、依然

として先行き不透明な状況が続いております。

当企業集団が取り扱っております建築・土木向け商品は、震災復興需要の内需拡大により好調な荷動き

が見られました。しかしながら、円高の影響を受けた企業への販売は、減少となりました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は4,452百万円（前年同四半期比9.0％増）、営業利益

は139百万円（前年同四半期比0.7％減）、経常利益は154百万円（前年同四半期比16.6％減）、当四半期純

利益は84百万円（前年同四半期比15.5％減）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

①資産

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、前連結会計年度末に比べて564百万円増加

し10,061百万円となりました。この主な要因は、現金及び預金が153百万円増加、受取手形及び売掛金が

435百万円増加および商品が186百万円増加に対し、未収入金が231百万円減少したことによるものであ

ります。

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、前連結会計年度末に比べて198百万円増加

し6,100百万円となりました。この主な要因は、投資有価証券が195百万円増加したことによるものであ

ります。

　
②負債

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、前連結会計年度末に比べて508百万円増加

し7,846百万円となりました。この主な要因は、支払手形及び買掛金が438百万円増加、短期借入金が100

百万円増加に対し、賞与引当金が69百万円減少したことによるものであります。

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、前連結会計年度末に比べて14百万円増加

し823百万円となりました。この主な要因は、繰延税金負債が11百万円増加したことによるものであり

ます。

　
③純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、前連結会計年度末に比べて240百万円増加し

7,491百万円となりました。この主な要因は、その他有価証券評価差額金が223百万円増加したことによ

るものであります。
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(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当企業集団の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な

変更および新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 45,000,000

計 45,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年１月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年３月16日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 28,007,44828,007,448
大阪証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であります。

計 28,007,44828,007,448― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

自　平成23年11月１日
至　平成24年１月31日

― 28,007,448 ― 2,712,335 ― 1,209,520
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年10月31日)に基づく株主名簿による記載

をしております。

① 【発行済株式】

　平成24年１月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

130,900
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

27,863,400
278,634 ―

単元未満株式
普通株式

13,148
― ―

発行済株式総数 28,007,448― ―

総株主の議決権 ― 278,634 ―

(注)  単元未満株式数には当社所有の自己株式79株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　平成24年１月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
小林産業株式会社

大阪市西区南堀江
二丁目７番４号

130,900 ― 130,900 0.5

計 ― 130,900 ― 130,900 0.5

　

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年11月１日

から平成24年１月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年11月１日から平成24年１月31日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年１月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,071,330 1,224,652

受取手形及び売掛金 6,075,500 6,511,143

商品 2,009,521 2,196,296

その他 360,842 150,566

貸倒引当金 △20,352 △21,061

流動資産合計 9,496,842 10,061,597

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 862,024 849,668

機械装置及び運搬具（純額） 45,184 48,744

土地 2,241,810 2,241,810

その他（純額） 47,783 49,083

有形固定資産合計 3,196,802 3,189,306

無形固定資産 22,067 21,331

投資その他の資産

投資有価証券 2,599,316 2,795,158

破産更生債権等 53,636 51,814

その他 83,368 94,526

貸倒引当金 △53,636 △51,814

投資その他の資産合計 2,682,685 2,889,684

固定資産合計 5,901,555 6,100,322

資産合計 15,398,397 16,161,920

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,108,423 3,546,685

短期借入金 3,650,000 3,750,000

賞与引当金 135,787 66,060

その他 443,394 483,706

流動負債合計 7,337,604 7,846,452

固定負債

繰延税金負債 554,282 565,337

退職給付引当金 213,187 218,408

長期未払金 40,517 38,797

その他 1,000 1,000

固定負債合計 808,987 823,543

負債合計 8,146,592 8,669,995
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年10月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年１月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,712,335 2,712,335

資本剰余金 1,728,146 1,728,146

利益剰余金 2,004,671 2,017,267

自己株式 △24,512 △24,512

株主資本合計 6,420,641 6,433,237

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 813,479 1,037,471

繰延ヘッジ損益 △1,862 △2,729

為替換算調整勘定 △23,069 △22,735

その他の包括利益累計額合計 788,546 1,012,006

少数株主持分 42,617 46,680

純資産合計 7,251,805 7,491,924

負債純資産合計 15,398,397 16,161,920
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年１月31日)

売上高 4,085,454 4,452,066

売上原価 3,099,692 3,439,839

売上総利益 985,761 1,012,227

販売費及び一般管理費 845,394 872,790

営業利益 140,367 139,436

営業外収益

受取利息 19 485

受取配当金 3,012 4,019

受取賃貸料 10,352 9,892

デリバティブ評価益 34,640 13,980

仕入割引 12,923 14,778

その他 9,263 4,625

営業外収益合計 70,211 47,782

営業外費用

支払利息 4,683 5,675

為替差損 13,110 25,140

その他 7,946 2,326

営業外費用合計 25,741 33,142

経常利益 184,837 154,076

特別利益

投資有価証券売却益 3,077 42,660

固定資産売却益 21 －

特別利益合計 3,098 42,660

特別損失

投資有価証券評価損 － 18,450

固定資産除却損 － 17

災害による損失 － 1,260

特別損失合計 － 19,727

税金等調整前四半期純利益 187,936 177,010

法人税、住民税及び事業税 32,873 58,184

法人税等調整額 54,171 33,137

法人税等合計 87,045 91,322

少数株主損益調整前四半期純利益 100,890 85,687

少数株主利益 921 1,186

四半期純利益 99,969 84,501
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年11月１日
　至 平成23年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年11月１日
　至 平成24年１月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 100,890 85,687

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 393,635 226,647

繰延ヘッジ損益 9,891 △867

為替換算調整勘定 682 556

その他の包括利益合計 404,210 226,336

四半期包括利益 505,101 312,024

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 497,876 307,961

少数株主に係る四半期包括利益 7,224 4,063
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成23年11月１日  至  平成24年１月31日)

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、新たに設立した中正機械株式会社を連結の範囲に含めております。

　

【会計方針の変更等】

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第１四半期連結累計期間

(自  平成23年11月１日  至  平成24年１月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更および過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）および「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

 
（法人税率の変更等による影響）

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律

第114号）および「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度か

ら法人税率の引下げおよび復興特別法人税の課税が行われることになりました。これに伴い、繰延税金資産および

繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.6％から、平成25年10月期から平成27年10月期までの連

結会計年度に解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平成28年10月期以降の連結会計年度に解消が見込

まれる一時差異については35.6％となります。この税率変更により、固定資産の繰延税金資産が48千円、固定負債

の繰延税金負債が80,458千円、法人税等調整額が331千円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が80,127千

円増加しております。　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度
（平成23年10月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成24年１月31日）

受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　17,311千円 受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　　13,426千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

前第１四半期連結累計期間
（自　平成22年11月１日
　　至　平成23年１月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成23年11月１日
　　至　平成24年１月31日）

減価償却費　　　　　　　　　　　　　19,793千円 減価償却費　　　　　　　　　　　　　　20,394千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年11月１日  至  平成23年１月31日)

１．配当金支払額

　
決議 株式の種類

配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年１月28日
定時株主総会

普通株式 69,691 2.50平成22年10月31日 平成23年１月31日 利益剰余金

　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　
当第１四半期連結累計期間(自  平成23年11月１日  至  平成24年１月31日)

１．配当金支払額

　
決議 株式の種類

配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年１月27日
定時株主総会

普通株式 69,691 2.50平成23年10月31日 平成24年１月30日 利益剰余金

　
２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自  平成22年11月１日  至  平成23年１月31日)

当企業集団は、鉄鋼材の卸売およびこれに附帯する事業を営む単一事業につき、セグメント情報は記

載しておりません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自  平成23年11月１日  至  平成24年１月31日)

当企業集団は、鉄鋼材の卸売およびこれに附帯する事業を営む単一事業につき、セグメント情報は記

載しておりません。

　

(企業結合等関係)

当第１四半期連結累計期間（自　平成23年11月１日　至　平成24年１月31日）

取得による企業結合

１．企業結合の概要

（１）被取得企業の名称および事業の内容

    被取得企業　中正機械金属株式会社

    事業の内容　機械・工具等の卸売事業

（２）企業結合を行った理由

当社は、工具卸売事業の拡大可能性に着目し、平成23年８月30日より中正機械金属株式会社の

民事再生手続における資金的援助を行い、支援計画の検討をしてきました。その結果、全国に強

固な仕入先、得意先ルートを有する中正機械金属株式会社の事業を譲り受けることにより、利益

拡大の機会を獲得できると判断しました。特に、両社がお互いの製品を販売し合うことで、仕入

量の拡大と相まって、競争力を強化できると考えております。

（３）企業結合日

    平成24年１月５日

（４）企業結合の法的形式

    事業譲受

（５）結合後企業の名称

    中正機械株式会社

　
２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる取得した事業の業績の期間

平成24年１月５日から平成24年１月31日まで

　
３．取得した事業の取得原価

取得の対価　65,976千円

　
４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

発生したのれんはありません。

　
５．当該企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当四半期連結累計期

　　　間に係る四半期連結損益計算書に及ぼす影響の概算額

事業の部分的な譲受のため、概算額の算定が困難であり試算しておりません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年11月１日
至  平成23年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年11月１日
至  平成24年１月31日)

１株当たり四半期純利益金額 3円59銭 3円03銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益(千円) 99,969 84,501

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 99,969 84,501

    普通株式の期中平均株式数(千株) 27,876 27,876

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年３月８日

小林産業株式会社

取締役会  御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    宮    内        威    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    柳        承    煥    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている小林
産業株式会社の平成23年11月１日から平成24年10月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成23年11月１日から平成24年１月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年11月１日から平成24年１
月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、小林産業株式会社及び連結子会社の平成24年
１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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